第１号様式（単独企業用）
令和８年　月　日
大分県知事　佐藤　樹一郎　殿

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印
担当部署名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム開発業務委託
公募型プロポーザル参加申出兼秘密保持誓約書

〔法人名〕　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、大分県（以下「甲」という。）が実施する「大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム開発業務委託公募型プロポーザル」（以下「本プロポーザル」という。）について、下記を遵守の上、参加申出します。
　また、乙は地方自治法施行令第167条の４の規定のいずれにも該当しません。


記

（秘密保持の範囲）
第１条　本誓約書において秘密情報とは、本プロポーザルに関して甲から乙に開示される情報のうち、甲が開示に際して秘密であることを表示した一切の情報をいう。なお、口頭、実演、上映、投影、その他書面又は物品以外の媒体により秘密情報を開示する場合には、甲は開示する際に秘密である旨を明示し、且つ開示後30日以内に、当該秘密情報を書面にて取りまとめ、秘密である旨を明示した上で、乙に送付するものとする。
２　前項にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報は、秘密の表示又は明示の有無を問わず、本誓約書にいう秘密情報に当たらないものとする。ただし、秘密情報に該当しないことは、乙において明らかにしなければならないものとする。
（１）乙が甲から開示された時点で既に合法的に知得していたか又は公知であった情報
（２）乙が甲から開示を受けた後、乙の故意又は過失によらず公知となった情報
（３）乙が第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手した情報

（秘密情報の使用制限）
第２条　乙は、本プロポーザルを遂行する乙の従業員以外には秘密情報を開示しないものとする。
２　乙は、本プロポーザルを遂行する目的にのみ秘密情報を使用するものとする。
３　前２項の規定にかかわらず、法令又は裁判所の指示等により秘密情報の開示を要求された場合には、乙は、要求の範囲内において当該秘密情報を開示できるものとする。

（損害賠償）
第３条　乙が前条各項に違反した場合は、乙は、甲に直接生じた通常の損害に対して、賠償の責を負うものとする。

（秘密情報の廃却）
第４条　乙は、甲から要請された場合及び本プロポーザルが終了した場合並びに当該秘密情報を保有する必要がなくなった場合は、遅滞なく乙の責任において適切な廃却措置を講ずるものとする。

（秘密保持義務の継続）
第５条　乙は、本プロポーザルの終了後においても、引き続き秘密保持の義務を負うものとする。

以上



第１号様式（共同企業体用）
令和８年　月　日
大分県知事　佐藤　樹一郎　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表構成員
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　構成員
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　構成員
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　総括業務責任者
担当部署名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム開発業務委託
公募型プロポーザル参加申出兼秘密保持誓約書

〔共同企業体名〕　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、大分県（以下「甲」という。）が実施する「大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム開発業務委託公募型プロポーザル」（以下「本プロポーザル」という。）について、下記を遵守の上、参加申出します。
　また、乙は、地方自治法施行令第167条の４の規定のいずれにも該当しません。


記

（秘密保持の範囲）
第１条　本誓約書において秘密情報とは、本プロポーザルに関して甲から乙に開示される情報のうち、甲が開示に際して秘密であることを表示した一切の情報をいう。なお、口頭、実演、上映、投影、その他書面又は物品以外の媒体により秘密情報を開示する場合には、甲は開示する際に秘密である旨を明示し、且つ開示後30日以内に、当該秘密情報を書面にて取りまとめ、秘密である旨を明示した上で、乙に送付するものとする。
２　前項にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報は、秘密の表示又は明示の有無を問わず、本誓約書にいう秘密情報に当たらないものとする。ただし、秘密情報に該当しないことは、乙において明らかにしなければならないものとする。
（１）乙が甲から開示された時点で既に合法的に知得していたか又は公知であった情報
（２）乙が甲から開示を受けた後、乙の故意又は過失によらず公知となった情報
（３）乙が第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手した情報

（秘密情報の使用制限）
第２条　乙は、本プロポーザルを遂行する乙の従業員以外には秘密情報を開示しないものとする。
２　乙は、本プロポーザルを遂行する目的にのみ秘密情報を使用するものとする。
３　前２項の規定にかかわらず、法令又は裁判所の指示等により秘密情報の開示を要求された場合には、乙は、要求の範囲内において当該秘密情報を開示できるものとする。

（損害賠償）
第３条　乙が前条各項に違反した場合は、乙は、甲に直接生じた通常の損害に対して、賠償の責を負うものとする。

（秘密情報の廃却）
第４条　乙は、甲から要請された場合及び本プロポーザルが終了した場合並びに当該秘密情報を保有する必要がなくなった場合は、遅滞なく乙の責任において適切な廃却措置を講ずるものとする。

（秘密保持義務の継続）
第５条　乙は、本プロポーザルの終了後においても、引き続き秘密保持の義務を負うものとする。

以上


第２号様式
○○共同企業体協定書

（目的）
第1条 当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。
(1) 大分県発注による大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム開発業務（以下「業務」という。）の受託。
(2) 前号に附帯する事業

（名称）
第2条 当共同企業体は、○○共同企業体（以下「企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）
第3条 当企業体は、事務所を○○市○○町○○番地に置く。

（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、　　年　　月　　日に成立し、業務の受託契約の履行後○か月を経過
するまでの間は、解散することができない。
２　業務を受託できなかったときは、当企業体は前項の規定にかかわらず、当該業務にかか
る委託契約が締結された日に解散するものとする。

（構成員の住所及び名称）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
○○県○○市○○町○○番地
　　　○○会社
○○県○○市○○町○○番地
　　　○○会社

（代表者の名称）
第６条　当企業体は、○○会社を代表者とする。

（代表者の権限）
第７条　当企業体の代表者は、業務の履行に際し、当企業体を代表して発注者と折衝する権
限並びに自己の名義をもって代金を請求し、受領し、及び当企業体に属する財産を管理す
る権限を有するものとする。

（運営委員会）
第８条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、業務の完成に当たるものとす
る。

（構成員の責任）
第９条　各構成員は、業務の委託契約の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。

（権利義務の譲渡の制限）
第10条　本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。

（業務途中における構成員の脱退に対する措置）
第11条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が業務を完了する
日までは脱退することはできない。
２　構成員のうち業務途中に前項の規定により脱退したものがある場合においては、残存
構成員が共同連帯して業務を完了する。

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第12条　構成員のうちいずれかが業務途中において破産し、又は解散した場合においては、
前条第２項の規定を準用するものとする。

（協定書に定めのない事項）
第13条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

　○○会社外○社は、上記のとおり○○共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、各自所持するものとする。

　　　　　　年　　月　　日

○○会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　○○　○○　　印

○○会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　○○　○○　　印

○○会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　○○　○○　　印
第３号様式

公募型プロポーザル参加資格確認通知書

公入管第　　　　　　号
令和　　年　　月　　日


　（企業名又は共同企業体名）　　殿


大分県知事　　佐藤　樹一郎


　　令和　　年　　月　　日付けで提出のあった大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム開発業務委託公募型プロポーザル参加申出兼参加資格確認申請書を確認した結果、貴社はプロポーザル参加資格を有していると（認定されました・認定されませんでした）ので通知します。
　（以下は認定された場合のみ有効。認定されなかった場合は削除）
　契約内容を示した「調達仕様書」及び「要件定義書」を交付します。
なお、交付する「調達仕様書」及び「要件定義書」（附属文書を含む）は秘密情報に該当しますので、秘密保持誓約書記載のとおりの取り扱いをお願いします。

記

　　　担当部署　　〒870-8501　大分県大分市大手町3-1-1　県庁舎新館７階
　大分県土木建築部　公共工事入札管理室　公共工事システム班　
電　話　　097-506-4534　、　FAX　097-506-1834
E-Mail　　a17050@pref.oita.lg.jp



第４号様式

参考見積書

	金　　　額
（令和8年度費用）
	　￥
（うち、消費税及び地方消費税￥　　　　　　　　　　　　　）

	金　　　額
（５年間の運用保守費）
	　￥
（うち、消費税及び地方消費税￥　　　　　　　　　　　　　）

	業務の名称
	大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム開発業務委託

	業務の場所
	大分県庁舎新館（大分県大分市大手町３丁目１－１）等



　大分県契約事務規則及び本プロポーザルに関する関係資料を了承のうえ、上記のとおり見積もります。

　令和　　　年　　月　　日


（共同企業体名　　　　　　　　　　　　　　）

住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名


契約担当者　　大分県知事　佐藤　樹一郎　殿



備考：１　数字はアラビア数字を使用すること。
　　　２　共同企業体の場合は、共同企業体名欄に共同企業体名を、住所・商号・代表者欄
に共同企業体代表事業者を記入すること。

第５号様式の１

開発実績確認書

　下記のとおり同種システムの開発実績を報告します。

社名または共同企業体名（　　　　　　　　　　　　　　）
対象システム（　大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム　）
（１）
	導入先

	

	利用対象者
及び人数
	

	開発期間

	

	稼働開始時期

	

	主な機能
（該当する□に✔を記入）
	必須機能：□建設工事関係　□入札参加資格電子申請機能　□審査機能
その他機能：□複数団体共同利用　□格付機能
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（２）
	導入先

	

	利用対象者
及び人数
	

	開発期間

	

	稼働開始時期

	

	主な機能
（該当する□に✔を記入）
	必須機能：□建設工事関係　□入札参加資格電子申請機能　□審査機能
その他機能：□複数団体共同利用　□格付機能
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※この様式に２件までの開発実績を記入してください。
記入した実績を証明する書類（契約書等）の写しを添付してください。


第５号様式の２
プロジェクト全体管理者実務経歴書

　下記のとおりプロジェクト全体管理者の実務経歴を報告します。

社名または共同企業体名（　　　　　　　　　　　　　　）
対象システム（　大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム　）
プロジェクト全体管理者氏名（　　　　　　　　　　　　）
（１）
	導入先
	

	システム名称

	

	システムの
主要機能
	

	業務従事期間

	

	従事した職名

	

	主な担当業務

	


（２）
	導入先
	

	システム名称

	

	システムの
主要機能
	

	業務従事期間

	

	従事した職名

	

	主な担当業務

	


※この様式に従事経歴を記入してください。１枚の様式で調達仕様書に示す経験年数に満たない場合は複数枚の様式を使用して構いません。


第６号様式（単独企業用）

公募型プロポーザル辞退届

　　業務の名称　　　大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム開発業務委託


　　このたび、上記業務の公募型プロポーザルへの参加を表明しましたが、都合によりプロ
ポーザルを辞退します。



　　令和　　年　　月　　日


住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名




契約担当者　　大分県知事　佐藤　樹一郎　殿


第６号様式（共同企業体用）

公募型プロポーザル辞退届

　　業務の名称　　　大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム開発業務委託


　　このたび、上記業務の公募型プロポーザルへの参加を表明しましたが、都合によりプロ
ポーザルを辞退します。



　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表構成員
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名


契約担当者　　大分県知事　佐藤　樹一郎　殿


第７号様式

大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム開発業務委託　質問書

　　送付先　　大分県土木建築部公共工事入札管理室公共工事システム班　宛
　　　　　　　（Ｅメールアドレス　：　a17050@pref.oita.lg.jp　）
	
質問日
	
令和　　年　　月　　日
	
整理番号
	

	共同企業体名

	


	商号及び名称

	

	担当者　所属部署・氏名
	

	電話番号
FAX番号
E-Mail
	

	質問





	（資料種類　　　　　　　：ページ　　　　）


	回答





	


備考　１　質問は１問１枚とすること。
　　　２　「整理番号」及び「回答」欄は記入しないこと。
　　　３　共同企業体の場合は「共同企業体名」欄に共同企業体名を記入すること。
　　　４　「担当者氏名」欄は、総括業務責任者・担当者名簿に記載した者の名前を記入すること。
　　　５　Ｅメールで質問書を送信した場合は、要領３の担当部署へ送信した旨を電話連絡すること。

第８号様式


大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム開発業務委託
公募型プロポーザルに係るプレゼンテーション参加予定者名簿


	社（共同企業体）名
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	





　大分県建設工事等入札参加資格申請共同受付システム開発業務委託公募型プロポーザルに関するプレゼンテーションは、下記の者が行います。

	役　　職
	氏　　　　　名

	総括業務責任者

	

	

	

	

	

	

	

	

	



※総括業務責任者は必ず出席すること。
